

	農地法第５条第１項の規定による許可申請書
令和　　年　　月　　日

伊賀市長　□□□□　様

譲受人　　氏名　　○　○　○　○　　印　　　　


譲渡人　　氏名　　△　△　△　△　　印 

     下記によって転用のため農地（採草放牧地）の権利を設定、移転したいので、農地法第５条の規定によって許可を申請します。

	1.　当事者の氏名住所および職業　　　　　　　　　　
	当事者の別
	氏　　名
	住　　　　所
	職　　業

	
	譲　受　人
	○　○　○　○
	　　  都道     　　　　都　　　　　町　　　

三重　府県    ○○　市　○○ 村　○○　番地
	会社員

	
	譲　渡　人
	△　△　△　△
	　　  都道     　　　　都　　　　　町　　　

三重　府県    ○○　市　○○ 村　○○　番地
	農業兼建築業

	2.　許可を受けようとする

土地の所在、地番、地目、面積、利用状況、普通収穫

高および耕作

者の氏名
	土地の所在
	地 番
	地　目
	面積
	利用状況
	10a当たり

普通収穫高
	耕作者の氏名
	市街化区域

市街化調整区域

その他の区域の別

	
	
	
	登記事項証明書
	現　況
	
	
	
	
	

	
	伊賀市○○字○○
	35
	田
	田
	450㎡
	水田
	450Kg
	△△ △△
	その他の区域

	
	
	
	
	
	
	以下余白
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計　450　㎡　　（田　450　㎡　・　畑　　　　　㎡　・　採草放牧地　　　　㎡）

	4.　転用計画
	(1) 転用の目的
	一般住宅
	(2) 権利を設定し、または移転しようとする事由の詳細

　現在借家で生活しているが、子供2人が成長して手狭になったので、父親の土地に分家の住宅を建築する。

	
	(3) 事業の操業

期間または施設の利用期間
	　　令和　○○　年　○○月　○○日から　　永　年間　

	
	(4) 転用の時期及び転用の目的に係る事業または施設の概要
	工事計画
	第1期（着工○年○月○日～○年○月○日）
	第２期（着工○年○月○日～○年○月○日）
	合　　計

	
	
	
	名称
	棟数
	建築面積
	所要面積
	名称
	棟数
	建築面積
	所要面積
	棟数
	建築面積
	所要面積

	
	
	土地造成
	
	
	
	450　㎡
	
	
	
	
	
	
	450　㎡

	
	
	建築物
	住宅
	1
	150　㎡
	420
	
	
	
	
	1
	150　㎡
	420

	
	
	小　計
	
	1
	150
	420
	
	
	
	
	1
	150
	420

	
	
	工作物
	駐車場
	1
	
	30
	
	
	
	
	1
	
	30

	
	
	小　計
	
	
	
	30
	
	
	
	
	
	
	　30

	
	
	計
	
	1
	150
	450
	
	
	
	
	1
	150
	450

	4.　権利を設定、移転しようとする契約の内容
	権利の種類
	権利の設定、移転の別
	権利の設定、移転の時期
	権利の存続期間
	その他

	
	所有権
	設定　　　移転 
	令和○○年○○月○○日
	永年
	建ペイ率　34％

（利用率　100％）

	5.資金調達についての計画
	土地購入費　　　　　　１２００万円　　　　　充当資金　　自己資金　　　　３３０万円

土地造成（整地のみ）　 　３０万円　　　　　　　　　　 　借入金　　 　　３６３０万円　

住宅建築費　　　　　 ２７００万円　　　　　　　　　　　 　計           ３９３０万円
計　　　　　　　　 　３９３０万円

	6.転用することによって生ずる付近の土地、作物、家畜等の被害防除施設の概要
	取水は上水道を利用。汚水・雑排水は敷地内で集水し、公共下水道へ放流する。雨水は既設水路へ放流。

土地造成は整地のみで、切土・盛土工事は行わない。南側コンクリート擁壁、東・西・北側にはコンクリートブロックを設置し、土砂及び雨水の流出を防止する。

隣接農地所有者には、事業計画について説明済みで了承を得ている。

万一周辺農地等に被害を及ぼした時には、当方で責任をもって解決します。

	7.　その他の参考となるべき事項
	※都市計画法の開発許可の見込み、そのほか他法令との調整状況など記載

※農地以外の一体利用地があれば記載


記入例





申請年月日





現住所を記載。　土地登記簿が所有者住所と違う時は住民票を添付





捨印








土地登記簿のとおり記載すること





必ず記載する。


又は斜線を引く





なるべく詳細記載。





許可見込日より後とする。又は、許可日からでも良い。





記載欄が不足の時は別紙とする。





一時転用の場合は１から３年まで。





記載項目　①取水計画　②排水計画　③造成計画　④隣接農地所有者、水利権者等との調整状況








